
富里市住宅リフォーム費補助金交付要綱 

 

（平成２４年３月１６日告示第３２号） 

 

改正  平成２４年５月２１日告示第９３号  平成２７年３月２０日告示第４２号 

    平成２８年３月１７日告示第３０号  平成３０年３月３０日告示第４０号 

    平成３１年３月２６日告示第６９号  令和４年３月２３日告示第４２号 

    令和５年３月１４日告示第３０号  令和５年４月１日告示第７５号 

    令和８年３月２６日告示第４２号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市民の住宅環境の向上、安住化及び市内産業の活性化を

図るため、市内施工業者により住宅のリフォーム工事を行う者に対し、予算

の範囲内において、住宅リフォーム費補助金（以下「補助金」という。）を

交付することについて、富里市補助金等交付規則（平成１９年規則第１０号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとす

る。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

 （１） 個人住宅 自己の居住の用に供する住宅をいう。 

 （２） 共同住宅 一つの建物の中に複数の世帯が入居している住宅をいう。 

 （３） 併用住宅 居宅の他に店舗、事務所等の部分のある住宅をいう。 

 （４） リフォーム工事 前３号に掲げる住宅において床面積を増加させずに行

う工事で、次に掲げるものをいう。 

ア 住宅の内外装の修理及び修繕に関する工事 

イ 住宅の機能維持又は向上に関する工事 

ウ 住宅の改築及び模様替えに関する工事 

 （５） 市内施工業者 市税を完納している富里市内に本店を有する法人又は住

所のある個人事業主でリフォーム工事を行うものをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、本市の住民基本台帳に記録

されている者で、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 （１） 自ら住宅を所有し、かつ、居住していること。 

 （２） 自己及びその属する世帯の全員が市税（国民健康保険税を含む。）を完



納していること。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助を受けようとする事業を行う者（法人その

他の団体にあっては、その役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役若

しくはこれらに準ずる者、相談役、顧問その他の実質的に当該団体の経営に

関与している者又は当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する者を

いう。以下同じ。））が次の各号のいずれかに該当する者であるときは、当該

事業は補助対象とならない。 

 （１） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号。以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力

団員」という。） 

 （２） 次のいずれかに該当する行為（イ又はウに該当する行為であって、法令

上の義務の履行としてするものその他正当な理由があるものを除く。）を

した者（継続的に又は反復して当該行為を行うおそれがないと認められ

る者を除く。） 

ア 自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害を加える

目的で、情を知って、法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）又は暴力団員を利用する行為 

イ 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなること

を知りながら、暴力団員又は暴力団員等が指定した者に対して行う、

金品その他財産上の利益若しくは便宜の供与又はこれらに準ずる行為 

ウ 市の事務又は事業に関し、請負契約、物品を購入する契約その他契

約の相手方（法人その他の団体にあっては、その役員等）が暴力団員

であることを知りながら、当該契約を締結する行為 

 （３） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（暴力団密接関係者） 

第３条の２ 規則第２０条第１項第３号の市長が定める者は、前条第２項第２

号又は第３号に該当する者（補助事業を行う者が法人その他の団体である場

合にあっては、その役員等が同項各号のいずれかに該当する法人その他の団

体）とする。 

（補助対象工事） 

第４条 補助の対象となるリフォーム工事（以下この条において「対象工事」

という。）は、市内に存する建築後１年以上経過した住宅で、次の各号に掲

げる要件のいずれにも該当する工事とする。ただし、一の住宅につき、同一

箇所の対象工事は１回限りとする。 

 （１） 市内施工業者によるリフォーム工事であること。 



 （２） 工事金額（消費税及び地方消費税を除く。）が２０万円以上のリフォー

ム工事であること。 

 （３） 前号の場合において、共同住宅及び併用住宅のリフォーム工事について

は、個人住宅部分を補助対象とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、リフォーム工事に要する費用の１０分の１以内の額

（その額に１千円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとす

る。）とし、１０万円を限度とする。ただし、同一の住宅について過去に補

助金の交付を受けている場合にあっては、当該交付を受けている額を差し引

いた額とする。 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、工

事契約及び工事着手をする前に、富里市住宅リフォーム費補助金交付申請書

（別記第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければなら

ない。ただし、第１号、第２号、第９号及び第１０号に掲げる書類について

は、申請者の同意を得て市の保有する公簿等により確認することができる場

合は、これを省略することができる。 

 （１） 世帯全員に係る住民票の写し 

 （２） 世帯全員に係る市税（国民健康保険税を含む。）の滞納がないことを明

らかにする書類 

 （３） 申請者が住宅を所有していることを証明できるもの 

 （４） リフォーム工事前の状況を明らかにする写真 

 （５） リフォーム工事の見積書の写し 

 （６） リフォーム工事の内容を明らかにする図面等 

 （７） 施工業者が市内に本店を有する法人又は個人事業主であることを証明で

きるもの 

 （８） 施工業者の市税の滞納がないことを明らかにする書類 

 （９） 次に掲げるいずれかの書類（リフォーム工事を行う個人住宅又は併用住

宅の所在地が、市街化調整区域内に所在する場合に限る。） 

ア 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条の規定による開

発行為許可通知書の写し 

イ 都市計画法第４３条第１項の規定による許可通知書の写し 

ウ 都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成１２年法律

第７３号）による改正前の都市計画法第４３条第１項第６号の規定に

よる既存宅地確認通知書の写し 



エ 都市計画法施行規則（昭和４４年建設省令第４９号）第６０条に規

定する開発行為又は建築に関する証明書の写し 

 （１０） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条の規定による建築確認

済証の写し 

 （１１） その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第７条 市長は、前条に規定する申請書を受け付けたときは、速やかにその内

容を審査し、補助金の交付の可否を決定し、富里市住宅リフォーム費補助金

交付決定通知書（別記第２号様式）又は富里市住宅リフォーム費補助金不交

付決定通知書（別記第３号様式）により申請者に通知するものとする。 

（変更承認申請等） 

第８条 前条の規定により、補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定

者」という。）は、交付決定通知を受けた後、リフォーム工事の内容を変更

し、又は予定していた住宅リフォームを取りやめようとするときは、速やか

に富里市住宅リフォーム費補助金変更承認申請書（別記第４号様式）に市長

が必要と認める書類を添えて申請しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請書を受け付けたときは、速やかにその内容を

審査し、リフォーム工事の変更等を承認すべきと認めたときは、富里市住宅

リフォーム費補助金変更承認通知書（別記第５号様式）により交付決定者に

通知するものとする。 

３ 交付決定者は、リフォーム工事が予定の期間内に完了しない場合又はリフ

ォーム工事の実施が困難となった場合は、市長に報告し、その指示を受けな

ければならない。 

（実績報告） 

第９条 交付決定者は、リフォーム工事完了後１か月以内又は第７条の交付決

定があった日の属する年度の１月末日のいずれか早い日までに富里市住宅リ

フォーム費補助金実績報告書（別記第６号様式）に、次に掲げる書類を添え

て市長に提出しなければならない。 

 （１） 契約書の写し 

 （２） 領収書の写し 

 （３） リフォーム工事後の状況を明らかにする写真 

 （４） その他市長が必要と認める書類 

（交付額の確定） 

第１０条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、速やか

にその内容を審査し、当該実績報告書に示された実績が補助交付決定の内容



に適合すると認めるときは、交付額を確定し、富里市住宅リフォーム費補助

金確定通知書（別記第７号様式）により、交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１１条 前条の規定により通知を受けた交付決定者が、補助金の交付を受けよ

うとするときは、富里市住宅リフォーム費補助金交付請求書（別記第８号様

式）を市長に提出しなければならない。 

（住所変更の届出） 

第１２条 交付決定者は、当該補助対象者に係る交付額確定（第１０条の規定に

よる交付すべき補助金の額の確定をいう。以下同じ。）の日から１０年以内

に第３条第１項第１号に該当しなくなったときは、遅滞なく、その旨を富里

市住宅リフォーム費補助金申請者住所変更届出書（別記第９号様式）により

市長に届け出なければならない。 

（交付の取消し） 

第１３条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当した場合は、交付決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 （１） 不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

 （２） 自らの責めに帰すべき事情によりリフォーム工事を中止し、又は廃止し

たとき。 

 （３） 交付額確定の日から１０年以内に、第３条第１項第１号に該当しなくな

ったとき（死亡、入院その他やむを得ない事情があると認められるとき

を除く。）。 

 （４） 前３号に掲げるもののほか、この要綱に違反したとき。 

（補助金の返還） 

第１４条 市長は、前条の規定により交付の取消しを行った場合において、既に

補助金の交付を受けているときは、当該補助金の返還を命ずることができる。 

（効果の確認） 

第１５条 市長は、補助金の交付による効果を確認するために、交付決定者の同

意を得て、当該交付決定者に係る交付確定の日から１０年以内に限り、当該

補助対象者の住所及び当該補助住宅の状況その他必要な事項を確認すること

ができる。 

（補則） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年５月２１日告示第９３号） 



 この告示は、平成２４年７月９日から施行する。 

   附 則（平成２７年３月２０日告示第４２号） 

 この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成２８年３月１７日告示第３０号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月３０日告示第４０号） 

この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月２６日告示第３２号） 

この告示は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正

規定は、公示の日から施行する。 

附 則（令和４年３月２３日告示第４２号） 

 この告示は、令和４年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規

定は、公示の日から施行する。 

附 則（令和５年３月１４日告示第３０号） 

この告示は、公示の日から施行する。ただし、第３４条の規定は、令和５年

４月１日から施行する。 

 附 則（令和５年４月１日告示第７５号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（令和８年３月２６日告示第４２号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

 



別記 

第１号様式（第６条関係） 

富里市住宅リフォーム費補助金交付申請書 

 

年  月  日  

 

富里市長          様 

 

住  所  

申請者 氏  名  

電話番号   （  ）     

 

富里市住宅リフォーム費補助金の交付を受けたいので、富里市住宅リフォーム

費補助金交付要綱第６条の規定により、下記のとおり申請します。 

 

記 

工

事

物

件 

所 在 地  

所 有 者  

施

工

業

者 

所 在 地  

名 称  電話番号  

工 事 内 容  

工 事 金 額 （税別）            円 

交付申請額      円 

予 定 期 間      年  月  日から      年  月  日まで 

建 築 年 月 年  月 □専用住宅 □併用住宅（   ）□共同住宅 

延 床 面 積 ㎡ 住宅以外の部分の面積 ㎡ 

誓約書 

私は、富里市住宅リフォーム費補助金の交付確定後、富里市住宅リフォーム費補助金

交付要綱第１２条に規定する期間、対象住宅に居住することを誓約します。 

なお、当該期間中に同要綱第１３条の規定により取消しを受けたときは、同要綱第１４条

の規定により補助金を返還します。 

                    署名              



（裏面） 

 

添付書類 

(1) 世帯全員に係る住民票の写し（同意があれば添付不要） 

(2) 世帯全員に係る市税（国民健康保険税を含む）の滞納がないことを明らかにする書類

（同意があれば添付不要） 

(3) 申請者が住宅を所有していることを証明できるもの 

(4) リフォーム工事前の状況を明らかにする写真 

(5) リフォーム工事の見積書の写し   

(6) リフォーム工事の内容を明らかにする図面等 

(7) 施工業者が市内に本店を有する法人又は個人事業主であることを証明できるもの 

(8) 施工業者の市税の滞納がないことを明らかにする書類 

(9) 次に掲げるいずれかの書類（リフォーム工事を行う個人住宅又は併用住宅の所在地が、

市街化調整区域内に所在する場合に限る。）（同意があれば添付不要） 

ア 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条の規定による開発行為許可通知

書の写し 

イ 都市計画法第４３条第１項の規定による許可通知書の写し 

ウ 都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成１２年法律第７３号）によ

る改正前の都市計画法第４３条第１項第６号の規定による既存宅地確認通知書の写し 

エ 都市計画法施行規則（昭和４４年建設省令第４９号）第６０条に規定する開発行為

又は建築に関する証明書の写し 

(10) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条の規定による建築確認済証の写し

（同意があれば添付不要） 

(11) その他市長が必要と認める書類 

同意書 

富里市住宅リフォーム費補助金交付要綱第３条第１項の規定についての交付決定の審

査のために、次の(1)から(4)までに掲げる事項について市が保有する公簿等により市長

が確認することに同意します。 

また、同要綱第１６条の規定について、交付額の確定から１０年以内に限り、次の

(1)及び(2)の事項について市長が確認することに同意します。 

 

                  署名               

                  （生年月日）   年  月  日 

                   ※世帯全員の同意は【別紙】のとおり 

(1) 住民基本台帳の記載状況（世帯全員） 

(2) 市税（国民健康保険税を含む。）の滞納の有無（世帯全員） 

(3) 市街化調整区域に所在する場合の都市計画法における手続書類 

(4) 建築基準法の建築確認申請手続書類 

 



第２号様式（第７条関係） 

指令第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

富里市長          印  

 

 

富里市住宅リフォーム費補助金交付決定通知書 

 

年  月  日付けで申請のあった、富里市住宅リフォーム費補助金

の交付については、富里市住宅リフォーム費補助金交付要綱第７条の規定により、

下記のとおり交付決定します。 

 

記 

 

１ 交付決定金額 金        円 

２ 交付条件等 

 （１） 交付決定者は、    年  月  日までに住宅リフォーム工事を完了

しなければならない。交付決定者は、上記の期限までに住宅リフォーム工事

の完了をすることができないときは、あらかじめ市長に届け出て、その承認

を受けなければならない。 

 （２） 交付決定者は、次のいずれかに該当する場合は、あらかじめ市長の承認を

受けなければならない。 

ア 補助工事の内容を変更しようとするとき。 

イ 補助工事を中止しようとするとき。 

 （３） 交付決定者は工事が完了したときは、補助金に係る住宅リフォーム工事の

完了後１か月以内に実績報告書を関係書類とともに提出しなければならない。  

（４） 交付決定者は、交付額確定の日から１０年間交付対象住宅を所有し、かつ

居住すること。   



第３号様式（第 7 条関係） 

指令第      号  

年  月  日  

 

          様 

 

富里市長          印   

 

 

富里市住宅リフォーム費補助金不交付決定通知書 

 

年  月  日付けで申請のあった富里市住宅リフォーム費補助金に

ついては、下記の理由により不交付と決定したので、富里市住宅リフォーム費補

助金交付要綱第７条の規定により通知します。 

 

記 

 

 

不交付理由 

 



第４号様式（第８条関係） 

 

富里市住宅リフォーム費補助金変更承認申請書 

 

年  月  日  

 

富里市長          様 

 

住  所  

交付決定者 

氏  名  

 

年  月  日付け指令第  号にて、富里市住宅リフォーム費補助

金の交付決定があった住宅リフォームについて、次のとおり（事業の変更・事業

の中止）に係る承認を受けたいので、富里市住宅リフォーム費補助金交付要綱第

８条第１項の規定により申請します。 

 

記 

 

変更の内容 

又は 

中止の理由 

 

変更申請額 

（変更前）                       円 

（変更後）                       円 

添付書類（変更内容を示す書類） 

(1) 変更後の住宅リフォーム工事の見積書の写し 

(2) 変更後の住宅リフォーム工事内容を明らかにする図面等 

(3) その他変更内容を示す書類等 



第５号様式（第８条関係） 

指令第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

富里市長          印   

 

 

富里市住宅リフォーム費補助金変更承認通知書 

 

年  月  日付けで申請のあった富里市住宅リフォーム費補助金変

更承認申請については、富里市住宅リフォーム費補助金交付要綱第８条第２項の

規定により、承認したので通知します。 

 



第６号様式（第９条関係） 

 

富里市住宅リフォーム費補助金実績報告書 

年  月  日  

 

富里市長          様 

 

住  所  

交付決定者 

氏  名  

 

年  月  日付け指令第   号にて補助金の決定があった住宅

リフォーム工事の実績について、富里市住宅リフォーム費補助金交付要綱第９条

の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

工

事

物

件 

所 在 地  

所 有 者  

施

工

業

者 

所 在 地  

名 称  電話番号  

工 事 内 容 

 

工 事 金 額 

（税別） 
                           円 

工 事 期 間 年  月  日 ～     年  月  日 

補 助 金 

交付決定額 
                           円 

備 考 
 

 

添付書類 

(1) 契約書の写し 

(2) 領収書の写し 

(3) 住宅リフォーム工事後の状況を明らかにする写真 

(4) その他市長が必要と認める書類 



第７号様式（第１０条関係） 

達第     号  

年  月  日  

 

          様 

 

富里市長          印   

 

 

富里市住宅リフォーム費補助金確定通知書 

 

年  月  日付けで報告のあった住宅リフォーム費補助金について

は、富里市住宅リフォーム費補助金交付要綱第１０条の規定により、下記のとお

り確定したので通知します。 

 

記 

 

交付確定額  金        円 



第８号様式（第１１条関係） 

 

富里市住宅リフォーム費補助金交付請求書 

 

年  月  日  

 

富里市長          様 

 

住  所 

交付決定者  

氏  名        ㊞ 

 

富里市住宅リフォーム費補助金交付要綱第１１条の規定により、下記のとおり

請求します。 

 

記 

 

交 付 請 求 額                           円 

振 込 先 

金 融 機 関 

銀行・信用金庫         本店 

農協・信用組合         支店 

１．普通預金 ２．当座預金 ３．その他（       ） 

口座番号            

口座名義 

（フリガナ） 

 

備 考 

 

 



第９号様式（第１２条関係） 

 

富里市住宅リフォーム費補助金申請者住所変更届出書 

 

年  月  日  

 

富里市長         様 

 

住 所  

交付決定者  

氏 名  

 

富里市住宅リフォーム費補助金交付要綱第１２条の規定により、住所の変更に

ついて、届け出ます。 

 

記 

 

変更の理由 

 

変更の内容 

（変更前） 

（変更後） 

備考 住所変更の内容が分かる書類を添付してください。 


